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今年度要求のポイント

ものづくり省エネ・省コスト
化支援事業補助金

事 業 名 経営サポート事業

事 業 費

　省エネ設備を導入する市内中小製造業者に対し、補助金を交付することによ
り、製造工程における省エネ・省コスト化を支援し、競争力強化と温室効果ガ
ス削減に資する。その他市内中小製造業者の経営課題解決を支援する。

「民間事業者省エネ設備等導入支援事業」
を平成22年度から3年間実施後、平成25年
度に一部を見直し実施

導入に係る消費税増税に対する緩和措置
も備えた上で、同様の事業を実施

9,180

3,100 4,200

補助実績、事業効果及び経済情勢等を勘案
し、継続の可否を判断

【今後（27年度～）】

その他　特記事項

賃金、事務経費等

4,300 委託料等

その他 13,151

情報通信技術活用支援

産業活性化基金積立金

210,551合計 311,200

省エネ設備　@4,000千円×1/2×2件＝4,000千円

各消費税増税相当額合計額＝11,520千円

平成26年度要求額

全体事業費

26年度要求額25年度予算

239,610

省エネ設備　@20,000千円×1/2×2件＝20,000千円

H25年度債務負担分　90,000千円

平成25年度予算額

311,200210,551

省エネ設備　@30,000千円×1/2×6件＝90,000千円

内容・積算等項目

・導入に係る消費税増税の緩和措置として、増税相当額の3％分を補助金額に加
算。
これにより、税制改正による法人税減税など減税効果が表れるまでの「空白の１
年間」を乗り切れるよう支援する。

（単位：千円）

省エネ設備　@6,000千円×1/2×6件＝18,000千円

省エネ設備　@10,000千円×1/2×１２件＝60,000千円

190,000 293,520

主な要求内容

【経過（～25年度）】 【26年度】

環境局 業務系事業所省エネ対策支援事業

●ものづくり省エネ・省コスト化支援事業補助金
 平成22年度から平成24年度まで実施した同制度を再構築し、平成25年度から
事業実施
　(1)対象者：中小製造事業者で、省エネ設備を導入しようとするもの
　(2)補助内容
　　　補助対象経費：省エネ設備を導入する際の設計費、設備費、工事費
　　　補助対象設備：高効率ボイラ、高効率空調機器、ＬＥＤ照明等
　　　　　　　　　※補助対象経費が300万円を超えるものに限る。
　　　補 　助 　率：補対象経費の1/2以内（15,900千円を上限）
　　　　　　　　　※導入に係る消費税増税の緩和措置として、増税相当額
                    である補助対象経費の3％分を補助金額に加算

●情報通信技術活用支援
   市内中小企業が情報発信力を強化し、新しいビジネスチャンスを獲得でき
　 るよう、情報通信技術(ＩＴ)の導入とその積極的な活用を支援する。

　
　

事業目的

事業内容

スケジュール（経過及び今後展開）

4,300

整理番号 15 - 019

事業期間 　H　～　H　　

平成24年度決算額

関連事業

1 局・課名 産業振興局・ものづくり支援課5 3
マスタープラン
３つの挑戦

低炭素
マスタープラン

施策番号
4

区分
重点

(単位　千円)


